大阪府浄化槽設計・施工取扱基準
第１章　　総　　　則

　

第１節　趣旨

浄化槽を計画し、設置する際には、構造基準のみならず関係法規をはじめ、関係諸条件を十分に調査検討し、これらを満足する性能をもつ処理方式を選定すると共に、維持管理が容易であり、耐久性にも富む浄化槽を設置しなければならない。

　　　この基準は、これらのことを考慮し、設計、施工、行政等に携わる者の業務の簡素化、迅速化を図ると共に、浄化槽の適正な設置を推進するために制定するものである。

第２節　適用範囲

　この基準は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、浄化槽法（昭和58年法律第43号）、その他関係法令及び大阪府浄化槽取扱要綱（以下、「取扱要綱」という。）に基づいて、大阪府内に設置される浄化槽に適用する。なお、次の各号の１に該当する浄化槽についても、一般的な事項はこの基準を適用する。

（１）建築基準法第31条第２項の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けたもの。

（２）建築基準法施行令第35条第１項の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けたもの。

（３）浄化槽法第13条に基づく国土交通大臣の型式認定を受けたもの。

第３節　用語の意義

この基準の用語の意義は、建築基準法、浄化槽法、及び取扱要綱に定めるところによるほか、次に掲げる事項によること。

１．計画日平均汚水量（以下、「計画汚水量」という。Q［㎥／日］）

１日に流入するし尿及び雑排水の量（地下水の混入するおそれのある場合は、地下水の混入量を合計したもの）をいう。

２．時間平均流入汚水量（以下、「時間平均汚水量」という。Qa［㎥／時］）

計画汚水量（Q）を建築用途別の排水時間（T［時間］）で除したものをいう。

３．時間最大汚水量（以下、「時間最大量」という。Qm［㎥／時］）

１時間に流入する汚水量の最大値をいう。原則として時間平均汚水量（Qa）の2.5倍を標準とする。

第２章　　計　　　画

第１節　一般事項

１．事前調査

浄化槽を計画する際には、事前に次の事項を十分調査、検討すること。

（１）関係法令等の規制

（２）建築物の規模、用途及び将来計画等

（３）処理対象人員及び実際使用人員

（４）計画汚水量、排水BOD濃度及び排水時間

計画汚水量、排水BOD濃度及び排水時間については、表－１に掲げる数値を標準とする。

（５）敷地内外の建築物の配置

（６）敷地の高低差

（７）建築物の基礎及び土圧等の影響

（８）土質、地下水位及び気象等の影響

（９）公共下水道計画

（10）汚水の流入位置及び処理水の放流先

（11）騒音及び臭気等の影響

（12）汚泥の処分先

（13）停電時対策

（14）維持管理体制

２．設置場所の条件

設置場所の条件として、次の事項を満足すること。

（１）付近に生活環境上支障なく放流できる水路等を有すること。

（２）建築物等の支持地盤（杭等が無い場合は通常基礎底端から45度）の範囲内に入る場合は、浄化槽に直接建物の荷重がかからないように適切な措置を講じること。

（３）維持管理が容易、かつ、安全にできること。

（４）建築物の屋内に設置しないこと。ただし、居室以外の場所で衛生上支障なく、維持管理が容易、かつ、安全にできる場合はこの限りでない。
（５）駐車場下部に設置しないこと。ただし、浄化槽に車両の荷重が直接かからず、維持管理が容易、かつ、安全にできる場合は、この限りでない。なお、性能評定において小規模浄化槽で上部の支柱工事を省略することが認められたものについては、駐車車両が積載重量を含めて2t以下のものに限り、鉄筋コンクリート製の底板及び上部スラブの打設のみで可とする。
（６）資材の搬入及び、汚泥の搬出が容易にできること。

（７）適切な位置に水栓を設けること。

（８）建築基準法施行令第１条第１号により、原則として一敷地内に一浄化槽とすること。

ただし、次に掲げる事項についてはこの限りでない。

（ア）敷地形状等の理由による場合。

（イ）増築等において既設浄化槽の容量が足りない場合。ただし、既存部分と増築部分の排水が明確に分離され負荷の偏りが無い場合に限る。（図－１、２）なお、既存浄化槽は、第６節（既存浄化槽の改善）により現行基準に適合していること。
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図1　複数設置が認められない事務所の例（汚水量の偏りがあると考えられる）
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図２　複数設置が認められる共同住宅の例（汚水量の偏りがないと考えられる）

第２節　処理対象人員・計画汚水量及びBOD濃度

浄化槽の規模を示す代表的な指標は、処理対象人員である。処理対象人員の算定方法は、昭和44年建設省告示第3184号により、日本工業規格「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS　A3302:2000）」に定めるところによる。

計画・設計の基本的な水量は、１日当たりの平均的な汚水量となり、また変動を考慮して１日当たりの最大汚水量や時間当たり最大汚水量等が用いられる。

なお、同算定基準中、用語の意義等及び人員算定に際しての留意点は次のとおりである。

１．用語の意義等

（１）処理対象人員とは、建築物から排出される生活系汚水の水量、水質から算定した汚濁負荷量を１人･１日当たりの人口当量（原単位という。）に換算した人員数であり、その建築物に現に居住又は勤務している人員数を表すものではない。

　　※原単位：BOD負荷量40ｇ／人・日、汚水量200ℓ／人・日、BOD濃度200㎎／ℓ

（２）延べ面積及び床面積は、建築基準法施行令第2条第1項に定めるところによる。

なお、開放廊下、バルコニー等、外気に開放された部分についても、面積として算入する場合があるので注意すること。

（３）算定単位で定員とは、原則として当該建築物の収容者、生徒等の人員に職員、従業員等の人員を加算したものである。

（４）算出によって得た処理対象人員は、当該建築物を利用する者（職員、従業員、外来者、その他）全部を住宅（生活）系人口に換算したものであり、それ以外の要因を加算する必要はない。

２．人員算定等に際しての留意点

（１）水質汚濁防止法等の適用を受ける浄化槽については、処理対象人員算定基準の算定人員及び処理水量は原則として減できない。

（２）同一建築物が２以上の異なった用途に供されるもの（以下「複合用途建築物」という。）は、それぞれの建築用途を適用加算する。

（３）建築物内の駐車場は、複合用途建築物として、それぞれの建築用途の項を適用加算するものとする。ただし、この駐車場に便所が無い等、当該建築物を利用する人のみによって使用されることが明確な場合は、この駐車場の算定処理対象人員は０人とすることができる。（駐輪場も同様とする。）（例：駐車場付き共同住宅、駐車場付き店舗等）

（４）複合用途建築物で、各用途が共有する部分（エレベーターホール、ロビーなど）の処理対象人員の算定に関しては、各用途の面積比を用いて、共有部分の処理対象人員を算定する。ただし、共有部分に相当する面積が、ある用途に明らかに属する場合は、その主たる用途の人員を適用して算出する。

（５）主たる用途に付置されている倉庫は、原則として主たる用途の一部として算定する。ただし、倉庫の占める割合が大きく、おおむね延べ面積の１／４を超える場合は、【作業場関係　イ】の項により算定してもよい。

（６）大学のキャンパス内に付属図書館、体育館などが設けられていてもそれを利用する学生、教職員などが定まっている場合、特定の収容される人だけが内部で移動して利用することが明らかになるので、それぞれの建築用途の処理対象人員を単純加算しない。しかし、事務所ビル、集会所施設内に設けられている飲食店、レストランなどのように外部の不特定の人が利用する用途がある場合は、その用途ごとの処理対象人員を加算する。

（７）建築用途別の排水時間が、実際の営業時間等と著しく異なる場合は、それに併せて排水時間を増減すること。（例：24時間営業のスーパーマーケット）

（８）算定単位が「定員」の場合、申請図書に施設の管理者又は建築主等による定員証明書を添付すること。

（９）受水槽の排水（オーバーフロー、ドレン）、プールの排水及び公衆浴場等の浴槽の排水については、浄化槽に流入せずに雨水として放流すること。ただし、公共下水道が供用開始になった場合は、市町村下水道関係課と協議し、適切な処置を講ずること。

（10）ごみ置場の排水については、屋根の有無に関わらず浄化槽に流入すること。また、ごみ置場の構造は、ごみ置場以外の雨水が混入しないものとすること。

（11）ガーデンパンの排水を浄化槽に流入させる場合については、雨水が混入しにくい構造とし、浄化槽に流入させること。ただし、土が浄化槽に混入する恐れのある場合は、泥溜め会所を設ける等の措置を講ずること。

（12）温泉排水は、水量、温度等、生活系排水の対象とするには特異事項が多いため、生物処理の阻害要因を含む場合が多い。よって、その泉質を把握した上で各特定行政庁等に事前に相談すること。

３．処理対象人員算定基準

建築基準法施行令第32条第1項表中に規定に基づき、処理対象人員の算定方法を次のように定める。

処理対象人員の算定方式は、日本工業規格「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS　A3302）に定めるところによるものとする。

建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準（JIS　A3302:2000）

１．適用範囲　この規格は、建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準について規定する。

２．建築用途別処理対象人員算定基準　　建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準は、表のとおりとする。ただし、建築物の使用状況により、類似施設の使用水量その他の資料から表が明らかに実情に添わないと考えられる場合は、当該資料等を基にしてこの算定人員を増減することができる。

３．特殊の建築用途の適用

3.1　特殊の建築用途の建築物又は定員未定の建築物については、表に準じて算定する。

3.2　同一建築物が２以上の異なった建築用途に供される場合は、それぞれの建築用途の項を適用加算して処理対象人員を算定する。

3.3　２以上の建築物が共同で屎尿浄化槽を設ける場合は、それぞれの建築用途の項を適用加算して処理対象人員を算定する。

3.4　学校その他で、特定の収容される人だけが移動することによって、２以上の異なった建築用途に使用する場合には、3.2及び3.3の適用加算又は建築物ごとの建築用途別処理対象人員を軽減することができる。

表－１　「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準表｣の｢算定単位当たりの汚水量及びBOD参考値｣

　　　　「処理対象人員(n)１人当たりの汚水量及びBOD量参考値」一覧表
	JIS　A　3302-2000
	参考値

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	算定単位当たりの

汚水量及びBOD

濃度参考値
	処理対象人員(n)

１人当たりの汚水量

及びBOD量参考値
	1日の排水時間

	
	
	算定人員
	算定単位
	汚水量
	BOD
	水量

負荷算定
	BOD

負荷算定
	

	1
	集会場施設関係
	イ
	公会堂・集会場・劇場

映画館・演芸場
	n=0.08A
	n :人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	16

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	(ℓ/人･日)

○

(200)
	(g/人･日)

(30)
	公会堂・集会場8

劇場・演芸場10

映画館12

	
	
	ロ
	競輪場・競馬場・競艇場
	n=16C
	n :人員(人)
C:総便器数(個)
	2,400

(ℓ/個･日)
	260

(㎎/ℓ)
	(150)
	○

(40)
	10

	
	
	ハ
	観覧場・体育館
	n=0.065A
	n :人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	10

(ℓ/㎡･日)
	260

(㎎/ℓ)
	(155)
	○

(40)
	15

	2
	住宅施設関係
	イ
	住宅
	A≦130(2)の場合
	n=5
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	1,000

(ℓ/戸･日)
	200

(㎎/ℓ)
	(200)
	○

(40)
	12

	
	
	
	
	130(2)＜Aの場合
	n=7
	
	1,400

(ℓ/戸･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	○

(40)
	

	
	
	ロ
	共同住宅
	n=0.05A
	n:人員(人)
A(3):延べ面積(㎡)
	10

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(40)
	

	
	
	ハ
	下宿・寄宿舎
	n=0.07A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	14

(ℓ/㎡･日)
	140

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(28)
	8

	
	
	ニ
	学校寄宿舎・自衛隊キャンプ

宿舎・老人ホーム・養護施設
	n=P
	n:人員(人)
P:定員(人)
	200

(ℓ/人･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(40)
	8

(但し老人ホーム10)

	3
	宿泊施設関係
	イ
	ホテル

・旅館
	結婚式場又は宴会場を有する場合
	n=0.15A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	30

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(40)
	10

	
	
	
	
	結婚式場又は宴会場を有しない場合
	n=0.075A
	
	30

(ℓ/㎡･日)
	100

(㎎/ℓ)
	（400）
	○

(40)
	

	
	
	ロ
	モーテル
	n=5R
	n:人員(人)
R:客室数
	1,000

(ℓ/室・日）
	50

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	(10)
	

	
	
	ハ
	簡易宿泊所・合宿所・

ユースホステル・青年の家
	n=P
	n:人員(人)
P:定員(人)
	200

(ℓ/人･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(40)
	8

	JIS　A　3302-2000
	参考値

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	算定単位当たりの

汚水量及びBOD

濃度参考値
	処理対象人員(n)

1人当たりの汚水量

及びBOD量参考値
	1日の排水時間

	
	
	算定人員
	算定単位
	汚水量
	BOD
	水量

負荷算定
	BOD

負荷算定
	

	4
	医療施設関係
	イ
	病院･

診療所･

伝染病院
	業務用厨房設備又は洗濯設備を設ける場合
	300床未満の場合
	n=8B
	n:人員(人)
B:ベッド数(床)
	B×1,000

(ℓ/床･日)
	厨房･洗濯設備のある施設

320

(㎎/ℓ)
	(ℓ/人･日)

(125)
	(g/人･日)

○

(40)
	12

	
	
	
	
	
	300床以上の場合
	n=11.43

(B-300)+2400
	
	B×1,300

(ℓ/床･日)
	
	○

（113）
	(36)
	

	
	
	
	
	業務用厨房設備又は洗濯設備を設けない場合
	300床未満の場合
	n=5B
	
	B×1,000

(ℓ/床･日)
	厨房･洗濯設備のない施設

150

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(30)
	

	
	
	
	
	
	300床以上の場合
	n=7.14

(B-300)+1500
	
	B×1,300

(ℓ/床･日)
	
	○

（182）
	○

(27)
	

	
	
	ロ
	診療所・医院
	n=0.19A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	25

(ℓ/㎡･日)
	300

(㎎/ℓ)
	○

（130）
	(30)
	8

	5
	店舗関係
	イ
	店舗・マーケット
	n=0.075A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	15

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	(30)
	8

	
	
	ロ
	百貨店
	n=0.15A
	
	30

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	(30)
	

	
	
	ハ
	飲食店
	一般の場合
	n=0.72A
	
	130

(ℓ/㎡･日)
	220

(㎎/ℓ)
	（180）
	○

(40)
	8

	
	
	
	
	汚濁負荷の高い場合
	n=2.94A
	
	260

(ℓ/㎡･日)
	450

(㎎/ℓ)
	（90）
	○

(40)
	

	
	
	
	
	汚濁負荷の低い場合
	n=0.55A
	
	110

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	○

(40)
	

	
	
	ニ
	喫茶店
	n=0.80A
	
	160

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

（200）
	(30)
	10


	JIS　A　3302-2000
	参考値

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	算定単位当たりの

汚水量及びBOD

濃度参考値
	処理対象人員(n)

1人当たりの汚水量

及びBOD量参考値
	1日の排水時間

	
	
	算定人員
	算定単位
	汚水量
	BOD
	水量

負荷算定
	BOD

負荷算定
	

	6
	娯楽施設関係
	イ
	玉突場・卓球場
	n=0.075A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	15

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	(ℓ/人･日)

○

(200)
	(g/人･日)

(30)
	8

	
	
	ロ
	パチンコ場
	n=0.11A
	
	22

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	12

	
	
	ハ
	囲碁クラブ・マージャンクラブ
	n=0.15A
	
	30

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	8

	
	
	ニ
	ディスコ
	n=0.50A
	
	100

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	6

	
	
	ホ
	ゴルフ練習場
	n=0.25S
	n:人員(人)
S:打席数(席)
	50

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	10

	
	
	へ
	ボーリング場
	n=2.50L
	n:人員(人)
L:レーン数(レーン)
	500

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	

	
	
	ト
	バッティング場
	n=0.20S
	n:人員(人)
S:打席数(席)
	40

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	

	
	
	チ
	テニス場
	ナイター設備無

n=2S
	n:人員(人)
S:コート面数(面)
	400

(ℓ/面･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	(30)
	

	
	
	
	
	ナイター設備有

n=3S
	
	600

(ℓ/面･日)
	
	○

(200)
	(30)
	

	
	
	リ
	遊園地・海水浴場
	n=16C
	n:人員(人)
C(1):便器数(個)
	2,400

(ℓ/個･日)
	260

(㎎/ℓ)
	○

(150)
	○

(40)
	7

	
	
	ヌ
	プール・スケート場
	n=(20C+120U)/8×t
	n:人員(人)

C:大便器数(個)

U(4):小便器数(個)

t:単位便器当たり

1日使用時間t=1～2
	－
	150

(㎎/ℓ)
	－
	－
	10


	JIS　A　3302-2000
	参考値

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	算定単位当たりの

汚水量及びBOD

濃度参考値
	処理対象人員(n)

１人当たりの汚水量

及びBOD量参考値
	1日の排水時間

	
	
	算定人員
	算定単位
	汚水量
	BOD
	水量

負荷算定
	BOD

負荷算定
	

	6
	娯楽施設関係
	ル
	キャンプ場
	n=0.56P
	n:人員(人)
P:収容人員(人)
	70

(ℓ/人･日)
	320

(㎎/ℓ)
	(ℓ/人･日)

○

(125)
	(g/人･日)

○

(40)
	8

	
	
	ヲ
	ゴルフ場
	n=21H
	n:人員(人)
H:ホール数(ホール)
	250

(ℓ/人･日)
	130

(㎎/ℓ)
	○

(250)
	(33)
	10

	7
	駐車場関係
	イ
	サービスエリア
	便所
	一般部
	n=3.60P
	n:人員(人)
P:駐車ます数
	480

(ℓ/ます･日)
	300

(㎎/ℓ)
	(134)
	(40)
	12

	
	
	
	
	
	観光部
	n=3.83P
	
	510

(ℓ/ます･日)
	
	(134)
	(40)
	

	
	
	
	
	
	売店なしPA
	n=2.55P
	
	340

(ℓ/ます･日)
	
	(134)
	(40)
	

	
	
	
	
	売店
	一般部
	n=2.66P
	
	180

(ℓ/ます･日)
	590

(㎎/ℓ)
	(68)
	(40)
	

	
	
	
	
	
	観光部
	n=2.81P
	
	190

(ℓ/ます･日)
	
	(68)
	(40)
	

	
	
	ロ
	駐車場・自動車車庫
	n=(20C+

120U)/8×t
	n:人員(人)

C:大便器数(個)

U(4):小便器数(個)

t:単位便器当たり

1日使用時間t=0.4～2.0
	50

(ℓ/人･日)
	260

(㎎/ℓ)
	(50)
	(13)
	

	
	
	ハ
	ガソリンスタンド
	n=20
	n:人員(人)

1営業所当たり
	50

(ℓ/人･日)
	
	(50)
	(13)
	8


	JIS A　3302-2000
	参考値

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	算定単位当たりの

汚水量及びBOD

濃度参考値
	処理対象人員（n）

１人当たりの汚水量

及びBOD量参考値
	1日の排水時間

	
	
	算定人員
	算定単位
	汚水量
	BOD
	水量

負荷算定
	BOD

負荷算定
	

	8
	学校施設関係
	イ
	保育所・幼稚園・

小学校・中学校
	n=0.20P
	n:人員(人)
P:定員(人)
	40

(ℓ/人･日)
	180

(㎎/ℓ)
	(ℓ/人･日)

(200)
	(g/人･日)

(36)
	8

	
	
	ロ
	高等学校・大学・

各種学校
	n=0.25P
	
	50

(ℓ/人･日)
	180

(㎎/ℓ)
	(200)
	(36)
	

	
	
	ハ
	図書館
	n=0.08A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	16

(ℓ/㎡･日)
	150

(㎎/ℓ)
	○

(200)
	○

(30)
	5

	9
	事務関係
	イ
	事務所
	業務用厨房を

設ける場合
	n=0.075A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	10

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	(134)
	(27)
	8

	
	
	
	
	業務用厨房を

設けない場合
	n=0.06A
	
	10

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	(167)
	(34)
	

	10
	作業場関係
	イ
	工場･作業所研究所・試験所
	業務用厨房を

設ける場合
	n=0.75P
	n:人員(人)
P:定員(人)
	100

(ℓ/人･日)
	300

(㎎/ℓ)
	(133)
	○

(40)
	工場・作業所

交替勤務無8

　〃　　有12～24

研究所・試験所8

	
	
	
	
	業務用厨房を

設けない場合
	n=0.30P
	
	60

(ℓ/人･日)
	150

(㎎/ℓ)
	(200)
	(30)
	

	11
	①～⑩の用途に属さない施設
	イ
	市場
	n=0.02A
	n:人員(人)
A:延べ面積(㎡)
	4.2

(ℓ/㎡･日)
	200

(㎎/ℓ)
	(200)
	○

(40)
	10

	
	
	ロ
	公衆浴場
	n=0.17A
	
	33

(ℓ/㎡･日)
	50

(㎎/ℓ)
	(200)
	(10)
	12

	
	
	ハ
	公衆便所
	n=16C  
	n:人員(人)
C(1):便器数(個)
	2400

(ℓ/個･日)
	260

(㎎/ℓ)
	(150)
	(40)
	－

	
	
	ニ
	駅・バス

ターミナル
	10万人/日未満
	n=0.008P
	n:人員(人)
P:乗降客数(人/日)
	50

(ℓ/人･日)
	100

(㎎/ℓ)
	(50)
	(10)
	始発～最終

	
	
	
	
	10万人以上20万人未満
	n=0.010P
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	20万人/日以上
	n=0.013P
	
	
	
	
	
	


注 (1)　大便器数､小便器数及び両用便器数を合計した便器数｡

　 (2)　この値は､当該地域における住宅の一戸当たりの平均的な延べ面積に応じて、増減できるものとする｡

　 (3)　１戸当たりのｎが、3.5人以下の場合は、１戸当たりのｎを3.5人又は２人（１戸が１居室※だけで構成されている場合に限る）とし、1戸当たりのｎを６人以上の場合は１戸当たりのｎを６人とする。

※居室とは､建築基準法による用語の定義でいう居室であって、居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目的のために継続的に使用する室　　　をいう。ただし、共同住宅における台所及び食事室を除く。

　 (4)　女子専用便所にあっては、便器数のおおむね1/2を小便器とみなす。
表－２　建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対象人員算定基準及び同表における類似例一覧表

	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	1
	集会場施設関係
	イ
	公会堂

集会場

劇場

映画館

演芸場
	n=0.08A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	公民館･自治会館･葬祭場･地区集会場･斎場(炉の面積は除外してよい｡)

神社･寺院･教会･宗教関係の集会場
	① 宿泊施設を有する場合は､宿泊施設に準じて処理対象人員の算定を行い､別途加算することなどの配慮が必要である。

② 神社･寺院等で住宅が併置されている場合は､その処理対象人員を別途加算することなどの配慮が必要である｡また､管理人室･飲食店がある場合は､複合用途として取り扱うことができる。

③ 神社･寺院等の庫裏は住宅として､また､社務所は事務所で算定し、別途加算することなどの配慮が必要である｡なお､内陣の部分の面積は除外することができる｡

	
	
	ロ
	競輪場

競馬場

競艇場
	n=16C
	n:人員(人)

C:総便器数(個)
	
	① 調教師住宅・選手宿舎等が併設されている場合は別途加算するなどの配慮が必要である｡

	
	
	ハ
	観覧場

体育館
	n=0.065A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	野球場･陸上競技場･サッカー場
	① 床面積は屋内部分と客席部分の合計とし､競技場の部分(フィールド)は除くことができる｡

② 建物が無く､芝生席のみの場合は､芝生席部分の面積を床面積とみなすことができる。

	
	
	
	
	
	
	室内トレーニング場･ヘルスクラブ･道場･屋内ゲートボールセンター･アスレチッククラブ･フィットネスクラブ
	① 屋外のゲートボール場については､[6]の[チ]の項を適用することができる。



	
	
	
	
	
	
	エアロビクスダンス場･ジャズダンス場
	① シャワーを使用する場合は、シャワー1個1日当り200～300ℓの水量を別途加算するなどの配慮が必要である。


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	2
	住宅施設関係
	イ
	住宅
	A≦130㎡
の場合
	n=5
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	
	① 同一棟の物置､納屋及び別棟の離れは床面積に算入する。

② 別棟の建物が便所等の無い農業用倉庫である等､人員の利用が明らかに無い場合は､床面積から除外することができる。

	
	
	
	
	130㎡＜Aの場合
	n=7
	
	2世帯住宅
	① 浴室及び台所が2つ以上ある住宅は､実際にほぼ独立した生活が送られていることから､処理対象人員は10人とする｡ただし､実況に応じて増減ずることができる。

	
	
	
	
	
	
	
	長屋(各戸別に浄化槽を設置する場合)
	① 1戸単位で算出する。

	
	
	ロ
	共同住宅
	n=0.05A
	n:人員(人)

　ただし､1戸当たりのnが､3.5人以下の場合は、1戸当たりのnを3.5人又は2人(1戸が1居室だけで構成されている場合に限る｡)とし､1戸当たりのnが6人以上の場合は1戸当たりのnを6人とする｡ 

A:延べ面積(㎡)


	リゾートマンション
	① 共同住宅の算定は､全体の戸数を[K]､1居室だけで構成されている戸数を[K1]として､次に掲げる[N1～N3]を計算する｡(A:延べ面積)

N1=2×K1+3.5×(K-K1)　N2=0.05×A

N3=6×K

この時算定人員[n]は

N1＜N2でかつN2＜N3の場合はn=N2

N1＞N2　　　　　　 の場合はn=N1

N3＜N2　       　　の場合はn=N3

② 共同住宅の1戸が1居室だけで構成されている場合でも､1戸の床面積が40㎡を超える場合は､3.5人/戸として算定するなど配慮が必要である。

③ リゾートマンション等で屋内プール･娯楽施設･アスレチック等を併設している場合は､別途加算するなどの配慮が必要である。

	
	
	
	
	
	
	長屋（長屋を構成する各戸が、共同で集中浄化槽を設置する場合）
	


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	2
	住宅施設関係
	ハ
	下宿

寄宿舎
	n=0.07A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	社員寮

グループホーム(水廻りが1ヶ所または数ヶ所に集中して設けられるもの｡)

トラックターミナルの仮眠室
	① 社員寮の場合で､各室に浴室が無く定員が明確なものは、[住宅施設関係]のニで算定することができる。

② 下宿･寄宿舎等であっても､各室に風呂･台所･便所がある場合は､共同住宅で算定するなどの配慮が必要である。

③ グループホームにおいては､施設の規模､配置､及び各室の独立性などから判断し､下記を参考として取扱うが、事前に各特定行政庁等と協議すること。

・各住戸に風呂､台所､便所があり独立している場合は､共同住宅で算定する。

・老人福祉法に規定される老人福祉施設及び老人ホームと施設計画上一体である場合には､一般の老人ホームとして算定する。

 

	
	
	ニ
	学校寄宿舎

自衛隊キャンプ宿舎

老人ホーム

養護施設
	n=P
	n:人員(人)

P:定員(人)
	老人ホームのデイサービス(昼間預かり)
	一般の老人ホームと同様､定員に加算することができる。

	
	
	
	
	
	
	特養老人ホーム・老人保健施設

宿泊のある授産施設

刑務所
	


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	3
	宿泊施設関係
	イ
	ホテル

旅館
	結婚式場又は宴会場をもつ場合
	n=0.15A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	山小屋・山荘・民宿・保養所

結婚式場・宴会場を主たる用途とする建築物

	① 山小屋・山荘・民宿・保養所は､宴会場無しで算定することができる。ただし､一般対象のレストラン、プールが併設されている場合は､複合用途として別途算定するなどの配慮が必要である。

② 宴会場が宿泊者のみによって利用されることが明らかな場合は､宴会場無しで算定することができる。
③ 結婚式場・宴会場が無い場合は､P.34の参考値を基に算出した計画汚水量をQ1､人槽に算定基礎汚水量をQ2とすると､決定計画汚水量Qは、Q=Q2とすることができる。(しかしこの場合においても計画BOD負荷量の算定にはP.34の参考値をそのまま用いる必要がある｡)

④ 結婚式場で飲食を伴うものは､宴会場有りで算定するなどの配慮が必要である。

	
	
	
	
	結婚式場又は宴会場をもたない場合
	n=0.075A
	
	
	

	
	
	ロ
	モーテル
	n=5R
	n:人員(人)

R:客室数
	個室付き浴場･ラブホテル

	① 利用者が1日数回転見込まれる施設を想定している。

② 汚水のBODは､浴室排水のみを想定し､50mg/ℓと規定されており､厨房排水などが排水される場合は､150mg/ℓを採用するなどの配慮が必要である。

	
	
	ハ
	簡易宿泊所･合宿所･ユースホステル･青年の家
	n=P
	n:人員(人)

P:定員
	宿泊を伴う研修所･カプセルホテル

精神病院等(同一患者が長期療養するもの｡)
	


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	4
	医療施設関係
	イ
	病院･療養所･伝染病院
	業務用厨房設備又は洗濯設備を設ける場合
	300床未満の場合
	n=8B
	n:人員(人)

B:ベッド数(床)
	
	① 業務用厨房とは､内部職員の食事または､患者給食のために使用する厨房をいい､外来､見舞客等も利用する場合は､別途算定し加算するなどの配慮が必要である。

② 患者のリハビリ療法のひとつとして調理を行うような場合は、汚水量･BOD量を考慮し加算するなど配慮が必要である｡
③ 洗濯設備は､病衣､手術衣､白衣､シーツなどを集めて洗濯する設備をいい､家庭用電気洗濯機が2～3台置かれている程度のものは、業務用洗濯設備に含まないので留意が必要である｡

④臨床検査部門、放射線関係、手術室、人工透析施設等の排水は別途処理のこと。

	
	
	
	
	
	300床以上の場合
	n=11.43(B-300)+2,400
	
	
	

	
	
	
	
	業務用厨房設備又は洗濯設備を設けない場合
	300床未満の場合
	n=5B
	
	
	

	
	
	
	
	
	300床以上の場合
	n=7.14(B-300)+1,500
	
	
	

	
	
	ロ
	診療所

医院
	n=0.19A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	針灸院･整骨院･マッサージ所
	

	
	
	
	
	
	
	犬猫病院･動物病院
	① 動物の糞尿等は､浄化槽法第2条に基づく処理対象排水の範疇以外のものとし､別途処理するなど配慮が必要である｡

	5
	店舗関係
	イ
	店舗

マーケット
	n=0.075A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	理容院･美容院･コインランドリー

自動販売機により飲食させる店舗

容器残留物を汚水系に排出しないように特別の措置が講じられている(以下｢容器別処理｣という｡)

ファーストフードの客席部分･持ち帰り専用寿司店の販売部分
	① 家具･家電･自動車･自転車･バイク･ボート･ショールーム等の専門店で､売り場面積に対し外来客の収容人員が少ないことが明らかな場合は､その部分について一般店舗より少ない､処理対象人員として算定することができる｡

② 鮮魚店･惣菜店等は実情に応じて[ハ]の飲食店を適用するなどの配慮が必要である。


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	5
	店舗関係
	イ
	店舗

マーケット
	n=0.075A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	ペットショップ･ホームセンター･クリーニング店


	③ ペットショップにおいては､動物の糞尿及びペット美容の排水は別途処理するなど配慮が必要である｡

④ クリーニング店の業務用排水は別途処理するなどの配慮が必要である。

	
	
	ロ
	百貨店
	n=0.15A
	
	コンビニエンスストア
	① 店舗･マーケットで延べ面積が3,000㎡を超え､飲食店･娯楽施設を併設する等､外来客の滞在時間が比較的長いと考えられる大規模店舗は､百貨店とみなし算定する｡

　 なお､店舗内に飲食部分がある場合は[店舗関係ハ]の項により算定し加算するなどの配慮が必要である。

② コンビニエンスストアは、百貨店で算定すること。なお、仕出し・弁当等を店内で加工して販売する場合の厨房部分については、「飲食店の一般の場合」で算定すること。また油脂分離槽（グリーストラップ）を設置すること。

	
	
	ハ
	飲食店
	一般の場合
	n=0.72A
	
	仕出し屋･弁当屋
	① 一般に客席はないが､店内で加工して販売することがあるので｢飲食店一般の場合｣を適用する｡ただし､大規模(排水量50㎥/日以上)の弁当製造業を除く。
② 提供する食数及び調理内容により油物等が多い場合は､厨房部分に関し汚濁負荷の高い場合を適用するなどの配慮が必要である｡

③ 持ち帰り専用弁当店の客席部分については､｢店舗関係イ｣で算定することができる｡


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	5
	店舗関係
	ハ
	飲食店
	一般の場合
	n=0.72A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	お好み焼き店･ラーメン専門店

レストラン(和洋食を共に提供するようなものを言う｡)

ファミリーレストラン･郊外レストラン･ドライブイン

バー･キャバレー･スナック･ビアホール
	① ラーメン専門店において､調理品目･内容により油物等が多い場合､汚濁負荷の高い場合を適用するなどの配慮が必要である。

	
	
	
	
	
	
	
	屋上ビアガーデン
	① 屋上の使用部分の面積を延べ面積とみなすなどの配慮が必要である。

	
	
	
	
	
	
	
	容器別処理以外のファーストフード店
	

	
	
	
	
	
	
	
	容器別処理のファーストフード店の厨房部分･手作り和洋菓子店の厨房部分
	① 客席部分については､｢店舗関係イ｣で算定することができる。

	
	
	
	
	汚濁負荷の高い場合
	n=2.94A
	
	中華料理専門店･焼肉店･洋食系料理専門店･料理の種類が未定の店舗
	

	
	
	
	
	汚濁負荷の低い場合
	n=0.55A
	
	そば店･うどん店･貸席･料亭･和食系料理専門店･持ち帰り専用寿司店の厨房部分
	① 持ち帰り専門寿司店の客席部分については､「店舗関係イ」で算定することができる｡

② 調理品目･内容により､一般の場合と同程度の汚濁負荷が発生すると考えられる場合は､一般の場合を適用するなどの配慮が必要である。

	
	
	
	
	共通事項
① 一般の飲食店の営業時間を10時間/日程度と規定しており､24時間営業が行われる場合は､水量が1.5～2.0倍増加すると推定される。そのため､実態に合わせた処理対象人員の算定を行うなどの配慮が必要である｡

	
	
	ニ
	喫茶店
	n=0.80A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	
	


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	6
	娯楽施設関係
	イ
	玉突場･卓球場
	n=0.075A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	
	

	
	
	ロ
	パチンコ店
	n=0.11A
	
	ゲームセンター
	

	
	
	ハ
	囲碁クラブ

マージャンクラブ
	n=0.15A
	
	カラオケボックス

カラオケハウス

カラオケルーム
	① 専ら飲料等を提供するものに限る｡軽食･食事を提供するものはその内容により､｢店舗関係ハ｣の項で算定するなどの配慮が必要である｡

	
	
	ニ
	ディスコ
	n=0.50A
	
	ダンスホール
	

	
	
	ホ
	ゴルフ練習場
	n=0.25S
	n:人員(人)

S:打席数(席)
	パターゴルフ場
	① パターゴルフ場については､1ホールを4人が使用するものと考えて(0.25×4=1.0)となる｡n=H(ホール数)とする｡

	
	
	へ
	ボーリング場
	n=2.50L
	n:人員(人)

L:レーン数(レーン)
	
	

	
	
	ト
	バッティング場
	n=0.20S
	n:人員(人)

S:打席数(席)
	
	

	
	
	チ
	テニス場
	ナイター設備を設ける場合
	n=3S
	n:人員(人)

S:コート面数(面)
	屋外ゲートボール場
	

	
	
	
	
	ナイター設備を設けない場合
	n=2S
	
	
	

	
	
	リ
	遊園地･海水浴場
	n=16C
	n:人員(人)

C:総便器数(個)
	梨狩り･ブドウ狩り･リンゴ狩り等の観光農園
	


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	6
	娯楽施設関係
	ヌ
	プール

スケート場
	n= EQ \F(20C+120U,8) ×t
	n:人員(人)

C:大便器数(個)

U:小便器数(個)

t:単位便器当たり

1日平均使用時間(時間)t=1.0～2.0
	
	① プールにおける[t]の参考値は､会員制プール及びホテル内プールの場合は､t=1.5､一般の場合は､t=2.0､学校の場合は､t=1.0とする｡

	
	
	ル
	キャンプ場
	n=0.56P
	n:人員(人)

P:収容人員(人)
	
	① キャンプ場でシャワーがある場合は､[集会場施設関係ハ]のシャワーに準じて加算するなどの配慮が必要である｡

	
	
	ヲ
	ゴルフ場
	n=21H
	n:人員(人)

H:ホール数(ホール)
	ミニゴルフ場
	① ゴルフ場のクラブハウス内に､宿泊施設･飲食店がある場合は､別途加算するなどの配慮が必要である｡

② ゴルフ場のコース途中に設置されている便所は､公衆便所として､休憩所(茶屋)は､店舗として別途算定し､加算するなどの配慮が必要である｡

	
	
	共通注意事項
① 営業時間が別表の建築用途別排水時間を超える場合は､その分を加算して算定する｡(例えば､ボーリング場で営業時間が15時間の場合は､処理対象人員を15/10倍する｡)


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	7
	駐車場関係
	イ
	サービスエリア
	便所
	一般部
	n=3.60P
	n:人員(人)

P:駐車ます数(ます)
	
	① 便所と売店がある場合は､それぞれに適用加算し､飲食店がある場合は､別途算定し加算するなどの配慮が必要である｡

② 便所の汚水量は､小便器について押しボタン式の条件で規定してあるため､自動洗浄方式を採用する場合は､水量が多くなることから､計画に際しては十分配慮する必要がある｡

	
	
	
	
	
	観光部
	n=3.83P
	
	
	

	
	
	
	
	
	売店なしPA
	n=2.55P
	
	
	

	
	
	
	
	売店
	一般部
	n=2.66P
	
	
	

	
	
	
	
	
	観光部
	n=2.81P
	
	
	

	
	
	ロ
	駐車場

自動車車庫
	n= EQ \F(20C+120U,8) ×teq\f(2,3)
	n:人員(人)

C:大便器数(個)

U:小便器数(個)

t:単位便器当たり

1日平均使用時間(時間) t=0.4～2.0
	観光バス・タクシー営業所

コイン洗車場の便所

墓地
	①観光バス・タクシー営業所は、建築物の施設計画によって、自動車車庫、事務所乗務員等の宿舎部分等を複合部分として算定すること。

	
	
	ハ
	ガソリンスタンド
	n=20
	n:人員(人)

1営業所当たり
	
	① 給油施設以外に画廊､飲食店等が併設されているものは別途算定し加算するなどの配慮が必要である｡

②コイン洗車場が併設されている場合は、「駐車場関係ロ」の項により別途加算すること。

	8
	学校施設関係
	イ
	保育所

幼稚園

小学校

中学校
	n=0.20P
	n:人員(人)

P:定員(人)
	花･茶･ピアノ等の教室･カルチャーセンター･塾･託児所･盲学校･ろう学校･養護学校･学童保育所
	① 学校における便所洗浄方式は､洗浄方式及び設定条件により水量が著しく異なる｡また､給食施設の有無により水量が異なるため､計画に際しては十分配慮する必要がある｡


	JIS A 3302-2000
	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	8
	学校施設関係
	ロ
	高等学校

大学

各種学校
	n=0.25P
	n:人員(人)

P:定員(人)
	自動車教習所･高等専門学校･予備校
	① 定時制の高校､二部制の大学の場合は､定員の1/4を処理対象人員に加算することができる｡

② 学校に隣接しない別敷地に体育館を建設する場合は､[集会場施設関係ハ]の項により算定することができる｡

③ グランドで床面積のない場合は､授業定員で｢学校施設関係ロ]により算定することができる｡

④ 生協等の購買部は､定員に含めるものとし､食堂は[店舗関係]により別途算定し加算するなどの配慮が必要である｡

⑤ 大学は､理科系･文科系など､専門別で汚水の水量及び水質が異なる場合もあるので､計画に際しては十分配慮する必要がある｡

 また､理科系の実験･実習排水（重金属・強酸・強アルカリ等）及び放射線排水は､浄化槽に流入させてはならない｡（別途処理のこと。）

	
	
	ハ
	図書館
	n=0.08A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	美術館･博物館･展示場
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	建築用途の類似例

	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	9
	事務所関係
	イ
	事務所
	業務用厨房設備を設ける場合
	n=0.075A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	銀行･庁舎･証券会社･郵便局･派出所

宿泊を伴わない研修所
	① 郵便局については､事務所部分の面積を対象とし､作業部分については[作業場関係イ]により別途算定し加算するなどの配慮が必要である｡

② 食事を提供する施設が､事務所内に設けられている場合は､業務用厨房とする｡ただし､湯沸室などは該当しない｡

③ 厨房設備無の場合は､P.37の参考値を基に算出した計画汚水量をQ1､人槽に算定基礎汚水量(200ℓ/人･日)を乗じて算出した計画汚水量をQ2とすると､決定計画汚水量Qは、Q=Q2とすることができる。(しかしこの場合においても計画BOD負荷量の算定にはP.34の参考値をそのまま用いる必要がある。)

④事務所に浴室等が設けられている場合は、業務用厨房有りとすること。ただし、ユニットバスやシャワールーム等、家庭用の浴室程度は含まない。

	
	
	
	
	業務用厨房設備を設けない場合
	n=0.06A
	
	
	

	10
	作業所関係
	イ
	工場

作業所

研究所

試験所
	業務用厨房設備を設ける場合
	n=0.75P
	n:人員(人)

P:定員(人)
	倉庫･アトリエ･卸売り店舗

宿泊のない授産施設･郵便局の作業部分
	① 工場等で､2交替制､3交替制勤務が行われる事業所等で､延べ作業人員(2交替の場合は､定員×2)を定員として算定することができる｡

② ①の事業所等で､作業員用に浴室が設けられている場合であって､使用水量が多く汚濁負荷の高い場合は､業務用厨房設備が｢有り｣とみなすことができる｡

③ 作業人員は､トラックの運転手､助手等の利用率も考慮する｡

④ 研究･試験施設の実験､分析による排水は､別途処理するなどの配慮が必要である｡

	
	
	
	
	業務用厨房設備を設けない場合


	n=0.30P
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	類似用途別番号
	建築用途
	処理対象人員
	類似建築用途
	左記の[建築用途][類似建築用途]を適用する場合の付記･注意事項

	
	
	算定人員
	算定単位
	
	

	11
	1～10の用途に属さない施設
	イ
	市場
	n=0.02A
	n:人員(人)

A:延べ面積(㎡)
	
	① 市場は青果市場と生花市場をいい､食肉市場と魚市場は含まれない｡食肉市場は作業場排水系に属するものであり､別途処理するなどの配慮が必要である｡

	
	
	ロ
	公衆浴場
	n=0.17A
	
	サウナバス

健康ランド浴場

レジャー浴場
	① 娯楽施設等が併設されている場合は､その部分の用途で別途算定し加算するなどの配慮が必要である｡

② 短期間に多量の排水が浄化槽に流れ込むことにより､浄化槽の負荷が大きく左右される場合､適正な流量調整槽を配置するなどの配慮が必要である｡

	
	
	ハ
	公衆便所
	n=16C
	n:人員(人)

C:総便器数(個)
	ハウジングセンター内便所

公園便所
	① 利用状況により､汚水量が実情に合わない場合には､排水実態に合った浄化槽の計画を行う必要があり､十分な配慮が必要である｡

	11
	1～10の用途に属さない施設
	ニ
	駅･バスターミナル
	P＜100,000の場合
	n=0.008P
	n:人員(人)

P:乗降客数(人/日)
	
	① 乗客数は通常時の人員であるが､観光地等特殊な場合においては､ピーク時等を考慮し､処理対象人員を算定するなどの配慮が必要である｡

	
	
	
	
	100,000≦P＜200,000の場合
	n=0.010P
	
	
	

	
	
	
	
	200,000≦Pの場合
	n=0.013P
	
	
	


第３節　処理方式等の選定

浄化槽の処理方式は、流入水の水質、水量並びに施設の立地条件、建設費、維持管理費、管理の難易、さらに悪臭、騒音、衛生害虫発生等の公害要素等を考慮し、適切なものを選定しなければならない他、次に掲げる事項に留意して行うこと。

（１）一定規模以上の浄化槽を設置する場合は、水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）に基づくCOD、窒素及び燐の基準値等に適合する構造のもの、又は、国土交通大臣がそれと同等以上と認めた浄化槽を選定すること。

（２）排水量が著しく特定の時間に集中しているような場合は、排水特性が異なるものとしてその特性に適したものを選定しないと、浄化槽の正常な機能は発揮しない。したがって、浄化槽設置の計画は具体的な事前調査によるデータに基づくことを基本として、個々の特性を把握し考慮すること。

（３）建築物用途別による処理方式の選択等

Ⅰ．住宅

①専用住宅については、昭和55年建設省告示第1292号（以下、「告示」という。第１に

示された３つの方式、分離接触ばっ気方式、嫌気濾床接触ばっ気方式、脱窒濾床接触ばっ気方式のいずれかが用いられる。

②共同住宅については、告示第１、第６～11のいずれの処理方式でもよい。汚水量の設定で過大な汚水量を設定した場合で活性汚泥法を適用する場合は、低BOD負荷、滞留時間が長くなる事による汚泥管理の困難を生じやすいので注意が必要である。

③分譲住宅団地について、入居が数年にわたって段階的に進行する場合は、年次的な流入汚水量に対応できる流量調整槽の機能が対応可能か否か事前に十分な検討が必要である。生物膜を用いた場合は、１系列配置でも運転方法の調整により対応は可能である。活性汚泥法の場合、標準活性汚泥方式であれば、長時間ばっ気方式で順次標準活性汚泥方式に移行する運転方式で対応できる場合もあるが、長時間ばっ気方式では、低負荷条件による汚泥管理の困難が生じるため、入居計画による流入汚水量増加比率を検討して２系列に分割配置する、あるいは、間欠ばっ気をする等の配慮を必要とする。

Ⅱ．学校

①小・中・高等学校等の汚水は、低濃度、小排水量が特徴であり、これに長時間の休日が加わるため長時間ばっ気方式では、活性汚泥の性状を通常に維持できない。したがって、生物膜による処理方式を地域条件に応じて選定すること。

Ⅲ．旅館、ホテル

①ビジネスホテルについては、主目的が宿泊であり厨房の排水量が比較的少ないため、接触ばっ気方式等の生物膜による処理方式が望ましい。

②多目的旅館、ホテルについては、宿泊施設以外に多種多様の飲食施設・式場等を有するため、全排水量に対して厨房排水量の比率が高い。よって、油脂、夾雑物が排水に多量に含まれるため、排水系統を適切に区分して油脂分離槽、スクリーン等を設置すること。

③観光地旅館について、季節変動が大きいものは、流量調整槽の機能に対する配慮及び長時間ばっ気方式では利用度に対応した系列分割配置等の検討が必要である。

Ⅳ．病院等

①臨床検査部門、放射線関係、手術室、人工透析施設、動物の糞尿等の排水は、別途処理すること。

②病院から排出される汚水に生物学的処理方法を適用する場合、消毒薬の混入が一定の量、質で継続して流入する場合には、微生物が容易に対応し機能は阻害されることはないが、不規則に流入し、かつ量的変動が大きい場合には一時的に機能阻害を生じることもあるので考慮すること。

③処理方式については、告示第１、第６～11に示されたいずれでもよいが、汚泥日令の長い生物膜法とするか、長時間ばっ気活性汚泥法では、間欠ばっ気運転ができるようにすること。総合病院では、いずれの処理方式でもよい。

単科病院では長期入院患者の多い所ほど夾雑物が多い傾向があるため、処理方式、流入水量及び水質の設計にも総合病院より慎重な検討が必要である。精神病院では、長期の入院患者が主となるため、厨房、洗濯等による使用水量が、他種病院と異なる場合があるので注意すること。

Ⅴ．店舗等

①百貨店、スーパーマーケットでは、魚、肉類、加工食品等の調理販売等の規模及び形態、また食堂の数とその業種によって汚水量及び水質が異なり、また変動するため設計に際して十分注意する必要がある。

②各種料理飲食店舗では、厨房部分等には油脂分離槽が必要になり、また排出される汚水は高濃度となりやすいため、通常の生物膜法を用いた処理方式以外が望ましい。特に水質、水量の変動が激しい場合は、流量調整槽が付加された活性汚泥方式が望ましい。

第４節　放流水の水質

浄化槽の放流水の水質は、浄化槽法施行規則第1条の２において、日間平均BODが１リットルにつき20ミリグラム以下と定められている。ただし、一定規模以上の浄化槽の放流水の水質は、水質汚濁防止法等の適用を受けるため、注意すること。

第５節　増築に伴う既設浄化槽の改善

建築基準法第３条第３項による現行法適用を受ける既存建築物に設けられた浄化槽で、増築や用途変更による処理対象人員、処理方式、放流水質が現行基準に適合しない既設浄化槽は、改善措置を講じなければならない。したがって、増改築等の建築行為に伴う、既設浄化槽の使用については、下記の資料（写しでよい）を揃えて各特定行政庁等と事前に相談すること。

（１）既設浄化槽の申請書表紙等

（２）浄化槽法第11条検査報告書（法定検査）

（３）維持管理状況報告書等

（４）一年間の汚水量測定書又は水道使用領収書等

（５）計画書（配置図、平面図）等

（６）既設浄化槽構造図（平面図、断面図等）

（７）その他（定員証明書等）

第６節　工場生産浄化槽

工場において製造された浄化槽は、次に掲げる事項によること。

１．浄化槽法第13条の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた浄化槽（以下「工場生産浄化槽」という。）を採用すること。

２．工場生産浄化槽については、次の各号に適合する機種から選定すること。

（１）人槽は、計画処理対象人員以上であること。

（２）日平均汚水量は、計画汚水量以上であること。

（３）流入BOD濃度は、計画流入BOD濃度以上であること。

（４）流出BOD濃度は、計画流出BOD濃度以下であること。

ただし、住宅系建築物等に設ける小規模の浄化槽は（１）のみにより選定する。

第３章　　構　　　造
第１節　処理方式　

表－３　浄化槽の構造方法の概要

	告示区分
	処　　理　　性　　能
	処理方式
	処理対象人員（人）

	
	BOD除去率(%)以上
	BOD濃度(1ℓにつきmg)以下
	COD濃度(1ℓにつきmg)以下
	T－N濃度(1ℓにつきmg)以下
	T－P濃度(1ℓにつきmg)以下)
	
	5　　  100　   500　 5000

　　50      200    2000

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	第１
	合併
	90
	20
	－

－

－
	－

－

［20］
	－

－

－
	分離接触ばっ気

嫌気濾床接触ばっ気

脱窒濾床接触ばっ気
	
	
	
	
	
	
	
	

	第４
	単独
	55
	120
	－
	－
	－
	腐敗槽
	
	
	
	
	
	
	
	

	第５
	〃
	SS除去率

55%以上
	SS濃度25

0mg以下
	－
	－
	－
	地　下　浸　透
	
	
	
	
	
	
	
	

	第６
	合併
	―
	20
	（30）
	－
	－
	回転板接触

接触ばっ気

散水濾床

長時間ばっ気

標準活性汚泥
	
	
	
	
	
	
	
	

	第７
	〃
	―
	10
	（15）
	－
	－
	接触ばっ気・濾過

凝集分離
	
	
	
	
	
	
	
	

	第８
	〃
	―
	10
	10
	－
	－
	接触ばっ気･活性炭吸着

凝集分離・活性炭吸着
	
	
	
	
	
	
	
	

	第９
	〃
	―
	10
	（15）
	20
	1
	硝化液循環活性汚泥

三次処理脱窒・脱燐
	
	
	
	
	
	
	
	

	第10
	〃
	―
	10
	（15）
	15
	1
	硝化液循環活性汚泥

三次処理脱窒・脱燐
	
	
	
	
	
	
	
	

	第11
	〃
	―
	10
	（15）
	10
	1
	硝化液循環活性汚泥

三次処理脱窒・脱燐
	
	
	
	
	
	
	
	


※　　　　部分は、大阪府内では認めていない。

※第１の［　］の数値は、建設省住宅局建築指導課長通達（平成８年３月29日住指発第135号、平成12年６月１日住指発第682号）によるものである。

※第９、10、11の硝化液循環活性汚泥方式においては日平均汚水量が10㎥以上の場合に限る。

※処理性能のCOD欄の（　）は、第12の区分から対応する数値である。

※第5に定める構造の浄化槽を除き、処理水の大腸菌群数3,000個/cm3以下の性能を有する。

第12　水質汚濁防止法第３条第１項又は第３項の規定により、同法第２条第１項に規定する公共用水域に放流水を排出する合併処理浄化槽に関して、化学的酸素要求量、浮遊物質量、ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量）、水素イオン濃度（水素指数）又は大腸菌群数についての排水基準が次の表の（い）欄に掲げるように定められている場合においては、当該合併処理浄化槽の構造は、同表（ろ）欄に掲げる構造としたものとする。

表－４

	（い）
	（ろ）

	化学的酸素要求量(㎎/ℓ)
	浮遊物質量(㎎/ℓ)
	ﾉﾙﾏﾝﾍｷｻﾝ抽出物質含有量(㎎/ℓ)
	水素イオン濃度(ph)
	大腸菌群数(個/cm3)
	構　　造

	60以下
	70以下
	20以下
	5.8以上

8.6以下
	3,000

以下
	第6から第11までのいずれかに定める構造

	45以下
	60以下
	20以下
	5.8以上

8.6以下
	3,000

以下
	第6から第11までのいずれかに定める構造

	30以下
	50以下
	20以下
	5.8以上

8.6以下
	3,000

以下
	第6から第11までのいずれかに定める構造

	15以下
	15以下
	20以下
	5.8以上

8.6以下
	3,000

以下
	第7から第11までのいずれかに定める構造

	10以下
	15以下
	20以下
	5.8以上

8.6以下
	3,000

以下
	第8に定める構造


第２節　構造基準、解説
告示の構造方法及び解説は、『浄化槽の構造基準・同解説　2006年版』（国土交通省住宅局建築指導課、国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所、浄化槽の構造基準･同解説編集委員会　監修）によること。また、型式認定の浄化槽にあっては、認定書のとおりとする。

第３節　付帯設備

付帯設備は、次に掲げる事項について留意すること。
１．照明設備

全地下式の浄化槽、上屋を設けた浄化槽及び機械室には、次に定める構造の照明設備を設けること。

（１）床面において50㏓以上の平均照度を確保することができる一般照明設備。

（２）採光に有効な開口部の面積が当該床面積の１／10以上有しない場合は、床面において１㏓（蛍光灯にあっては２㏓）以上の照度を確保することができる非常用の照明装置。

２．換気設備

全地下式の浄化槽、上屋を設けた浄化槽及び機械室において換気に有効な開口部の面積が当該床面積の１／20以上有しない場合は、次に定める構造の換気設備を設けること。

（１）衛生上及び各装置の保全に必要な換気量（10［回／時］以上）を有する機械換気設備。

（２）臭気の発生源近くに吸込口を設け、臭気の拡散を防止できること。

（３）機械室内の機器等が騒音源となる場合は、開口部に消音ボックスを設け、室内の壁、天井を防音材で仕上げる等、防音措置を講ずること。なお、換気ダクトについても、適切な防振措置を講ずること。

３．警報設備

管理者に当該浄化槽の異常を適切に通報できるように、管理人室等に警報設備を設けること。

４．非常電源設備

（１）処理対象人員が3001人以上の浄化槽は、常用電源が断たれた場合に、浄化槽の機能維持に通常必要とする機械装置が運転できる自家用発電設備（自動起動、停止）を設けること。

（２）自家用発電設備を設けない浄化槽で、停電によるポンプ停止等の理由により、浄化槽が冠水、又は満水する恐れのある場合は、適切な場所に時間最大量に見合う能力のエンジン付きポンプを設けること。

５．洗浄設備

汚水流入部付近及びその他必要な箇所には、洗浄用の水栓を設けること。

６．送風機設備

（１）送風機の設置台数は、接触ばっ気槽及びばっ気槽用に２台以上とし、うち１台を予備とすること。なお、流量調整槽は専用に設けること。

（２）送風機の能力は、各槽に必要な容量の概ね1.2倍とすること。なお、送風量を調整できる装置を設けること。
（３）送風機の空気取入口には清浄装置を、吐出側には圧力計を設けること。

（４）送風機を水中ブロワーとする場合は、次の構造とすること。

（ア）消泡水槽又は水中ブロワー槽に設置し、最低水位を確保すること。

（イ）安全弁、逆止弁を容易に点検できる位置に設置すること。

（ウ）吸込消音器は、湿気の多い空気を吸込まない位置に設置すること。なお、ほこり、油分の多い空気が予想される場合は、フィルター付消音器とすること。

（エ）槽底との接触部は防振ゴム等を設置し、振動の伝播を防止すること。

（オ）機器仕様等の銘板を容易に見える位置に取り付けること。

７．機械撹拌装置

（１）長時間連続運転しても変形しない構造と強度を有し、保守点検が容易であり、槽の汚水を均等に撹拌できること。

（２）各槽に必要な酸素供給能力を有し、容易に酸素供給量を調整できること。

（３）装置の設置台数３台以内ごとに１台を予備とすること。

８．操作盤

（１）キャビネットは、設置場所に応じて、普通型、屋外型、防湿型及び簡易防水型とし、扉は施錠式とすること。

（２）前面板又は、扉上部に名称板を設けること。

（３）電流計及び表示灯等を扉内部に設ける場合は、ガラス窓等を設け外部から見える構造とすること。

（４）器具類は、負荷の特性に適合したものとすること。

（５）水気又は湿気のある場所及び屋外で人の触れるおそれのある場所に設置する機器類の回路には、漏電遮断器を設けること。なお、漏電遮断器は、主回路一括でなく、分岐回路毎とし、漏電警報器を設けること。

（６）ポンプ、送風機等の電動機器の回路には、電流計（赤指針付）を設けること。

９．油脂分離槽

油脂排出量が多い用途は、昭和50年建設省告示第1597号第２第四号に基づき、油脂分の発生箇所の近くに油脂分離槽を設置すること。

（１）油脂分離槽の構造は、２室程度に区分し浮上油脂分が流出しない構造とすること。

なお、流出管は槽水深の1／2程度まで立下げて中間水を有効に浄化槽へ移流できる構造とすること。

（２）油脂分離槽の容量は、原則として（社）空気調和・衛生工学会規格「グリース阻集器（SHASE　217）」に定めるところによること。

（３）油脂分離槽の上部には、点検口を設けて油脂分の引き抜き、点検、清掃が容易に行えるものとすること。

10．その他

（１）臭気の発生する恐れのある槽には、排気管を設けること。なお、立上り管は、軒上１m以上とし、位置は周囲に影響がないように考慮すること。

第４章　　施　　　工

　
施工については、次の事項について留意すること。
第１節　施工の準備

施工の準備として次に掲げる事項によること。

（１）浄化槽工事は、都道府県知事の登録を受けた又は届出をした事業者が行い、浄化槽設備士が実地に監督するか、自らが施工しなければならない。また、浄化槽工事の技術上の基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省令（昭和60年厚生省、建設省令第1号）第１条に基づき、適正な工事監理のもとで工程通り進捗させること。

（２）設計図書に基づき、仮設工事、資材の搬入、工程等について綿密な計画を立てること。

（３）敷地の状況を十分調査し、地形、土質、配管経路等について、浄化槽工事の関連を把握すること。

（４）搬入した資材は、適切に養生すること。

第２節　根切り山留め工事等

根切り山留め工事等については、次に掲げる事項によること。

（１）掘削面積及び掘削深さを正確に把握し、事前にガス管、ケーブル、水道管等の地下埋設物の位置、規格、構造、老朽度等を十分調査し、これらを損傷しないよう施工し、又は必要に応じて移設等の措置をとること。

（２）掘削は、土質、地下水位、湧水量等の状況に応じた工法とし、地盤の崩壊を防止するため適切な法面勾配を確保し、又は山留めを設置する等の対策を講じること。また、労働安全衛生法令に基づき、掘削深さ２ｍ以上の場合は、作業主任者の監督のもとで行うこと。

（３）掘削場所に近接して建築物等がある場合は、地盤の補強等、近接建築物の傾斜、倒壊を防止するための措置をとること。

（４）埋め戻し工事は、石、コンクリートがら等の混入の無い良質の土砂を使用すること。

第３節　基礎の状況等に関する工事の記録

基礎及び鉄筋コンクリート造の構造部の施工の状況等に関する記録を作成すること。記録は、地業工事、基礎工事、鉄筋コンクリート工事等について、工程毎に作成するものとし、記録写真は工事名、部位等を記した標示板及び寸法の判読できるスケール等をあてて撮影すること。

第４節　鉄筋コンクリート工事

鉄筋コンクリート工事については、建築基準法施行令第３章構造強度の規定によるものとし、施工の細部については、次に定めるほか日本建築学会建築工事標準仕様書（JASS5）を参照とすること。

（１）コンクリートは打上りが均等で密実になり、かつ、必要な強度が得られるようにその調合をすること。

（２）コンクリートの打込み前に、鉄筋、型枠、埋込み金物の配置等が設計図書と相違ないよう確認すること。

（３）打込みに際しては、鉄筋その他の打込み材の周囲や型枠の隅までコンクリートがいきわたるよう十分締固めること。

（４）打込み後は、風雨、日光の直射、急激な乾燥及び寒気の影響を受けないよう適切に養生すること。

（５）型枠は、コンクリートが自重及び工事の施工中の荷重により著しい変形又はひび割れその他損傷を受けない強度に達するまで存置し、構造体に衝撃や振動を与えないよう取り外すこと。

第５節　工場生産浄化槽工事

工場生産浄化槽の設置については、第１節～第４節によるほか、次に掲げる事項によること。

（１）据え付けは、各製造業者の定める施工要領書に従って行い、埋め戻しの際に土圧によって変形しないようにするため、埋め戻し前に水張りを行うこと。水張りの際には、槽内の水準目安線で水平を確認し、24時間以上の漏水試験に合格したものとすること。

（２）槽の基礎等の厚さは、地耐力及び浮上防止を考慮して決定するものとし、原則として表－５によること。

　　表－５
	種　　　別
	基礎などの厚さ（mm）

	
	処理種別および処理対象人員

	
	小規模浄化槽
	浄化槽

	
	50人以下
	51人以上

	割　栗　石
	100以上
	150以上

	捨てｺﾝｸﾘｰﾄ
	50以上
	50以上

	鉄　筋

ｺﾝｸﾘｰﾄ
	ｺﾝｸﾘｰﾄ厚
	100以上
	200以上

	
	配　筋
	D10-200@(ｼﾝｸﾞﾙ)
	D13-200@(ﾀﾞﾌﾞﾙ)


（３）槽に特殊な荷重及び外力が作用する場合は、槽の周囲に支柱及びスラブを設けて、直接作用することのないようにすること。また、槽の外側下端より外方45度の上部範囲以内に建築物の基礎がある時は、擁壁を設けて土圧を防ぐこと。

（４）槽の地下水圧による浮上防止のため、必要に応じて基礎への緊結等の措置を講じること。

（５）槽を標準設置地盤面より下げて設置する時は、槽の上部全面をピットとし、維持管理が容易な開口部を設けた構造とすること。ただし、標準設置地盤面よりの掘り下げが30cm以内で維持管理に支障がない時は、マンホール部の嵩上げによることができるものとする。

[image: image1.emf]
図－３　建築物の基礎部分に設置する場合

[image: image2.emf]
図－４　駐車場下部に設置する場合

第６節　排水管

排水管の工事については、次に掲げる事項によること。

（１）汚水管及び雑排水管（以下「排水管」という。）は、硬質塩化ビニール管（JIS　K6741）、鉄筋コンクリート管（JIS　A5302）、遠心力鉄筋コンクリート管（JIS　A5303）等の不浸透性の円形管を使用すること。

（２）排水管の勾配は、管内に汚物、土砂が堆積することのないよう、概ね管径分の１（例えば管径100mmの場合は1/100）とし、特に地表勾配が急な場合は、汚水ます等を利用して段差を設ける階段接合方式とすること。

（３）排水管の管径は、計画汚水量及び排水管の勾配により定めること。

（４）排水管の根切りは、必要な勾配を正確に保持することができ、かつ、管の接合が容易に行えるように施工すること。

（５）放流管は放流先水面と適切な落差を有すること。

（６）管の接続は、漏水しない構造とすること。

（７）ますは、排水管の起点、終点、合流点、屈曲点及び管径又は管種が異なる箇所、並びに直線部においては管径の120倍以下の間隔ごとに設けること。

（８）ますは内径又は内のり15cm以上の円形又は角型とし、堅固で耐久性及び耐震性のある構造とすること。

（９）ますのふたは、密閉ふたとすること。また、底部にはインバートを切ること。

第７節　電気設備

電気設備工事については、次に掲げる事項によること。

（１）電気設備は、電気設備に関する技術基準を定める省令（昭和40年通商産業省令第61号）によること。自立型、壁掛型の動力操作盤は、床又は壁に基礎ボルト又は取付けボルト等で堅牢に取り付けること。

（２）屋外、湿気の多い場所にあるコンセント等は、防水型とすること。また、盤、電線管、配線函等は防水、防食性のある材料を使用し、又は措置を講ずること。
（３）停電復帰時に動力負荷の一斉投入によって生ずる主開閉器の遮断を未然に防止するため、動力回路に順次起動装置、又は十分な容量を有する主開閉器を設けること。

第８節　配管設備

配管設備工事については、次に掲げる事項によること。

（１）汚水移流管、消泡管、空気管等及び弁類（以下「配管設備」という。）は原則として鋼管（JIS　G3442、JIS　G3454）、硬質塩化ビニール管（JIS　K6741、JIS　K6742、JWWAK　118）、ポリエチレン管（JIS　K6722）、鋳鉄管（JIS　G5525）、仕切弁（JIS　B2013、他）、逆止弁（JIS　B2025、他）等のJIS表示品、日本水道協会規格品等を使用するものとし、配管は使用場所に応じて防錆措置を講ずること。

（２）配管の施工に先立ち、機器類との関連、勾配等を検討するとともに、作業空間も考慮して、その位置を正確に決定すること。

（３）管の接合に際しては、管の断面が変形しないよう管軸心に対して直角に切断し、その切口は平滑に仕上げること。

（４）管は接合する前にその内部を点検し、異物のないことを確かめ、切りくず、ごみ等を十分除去してから接合する。また、配管の施工を一時休止する場合等は、管内に異物が入らないよう養生すること。

（５）配管設備は適宜、フランジ継手を使用し、使用機器類の取り外しを容易にすること。

なお、小口径（25mm以下）の配管には、ユニオン継手を使用すること。

（６）横引管の勾配は、圧送管にあっては、上向送水は先上り、下向送水は先下りとし、250分の1程度、自然流下管にあっては、管径（mm）分の1程度とすること。また、いずれかの場合にあっても逆勾配、波状配管のないように留意すること。

（７）送気管は、散気装置に対して下り勾配とすること。

（８）横走り管の支持間隔は、原則として表－４によること。また、曲部、分岐箇所等は、必要に応じて支持すること。

表－４

	管　　種
	口　　径
	最大間隔(m)

	ビニール管
	80(mm)以下

100(mm)以上
	1.0

2.0

	鋼　　管
	100(mm)以下

125(mm)以上
	2.0

3.0


（９）配管設備は、機器に直接荷重がかからないように支持金物及びフレキシブル継手を使用すること。

（10）配管途中又は配管終了後、次の試験を行うこと。

（ア）汚水移流管、汚泥移流管等は通水試験を行う。また、同時に管内の清掃を十分に行うこと。

（イ）汚水移送管及び消泡管は、当該ポンプの全揚程に相当する圧力の２倍の圧力（保持時間60分以上）による水圧試験を行うこと。

（ウ）送気管及び散気管は、最高使用圧力の1.1倍の圧力（保持時間60分以上）による気密試験を行うこと。

第９節　内部設備

内部設備工事については、当該設備の種類に応じ、次に掲げる事項によること。

１．スクリーン

夾雑物の排除、清掃及び保守点検が容易に行えるよう、所定の位置及び角度で堅固に取り付けること。

２．破砕装置

（１）保守点検が容易に行える場所に設置し、基礎コンクリートに堅固に取り付けること。

（２）破砕装置のますは、十分な耐力を有する支持地盤上に設け、機器の振動及び偏荷重に対し、支障の無い構造とすること。

３．流量計量装置

（１）返送部及び移送部の調整、点検が容易にできる位置に水平に据え付けること。

４．消泡ノズル

（１）消泡ノズルは、水面からの高さ、壁面の距離に留意して取り付けること。

（２）消泡水の噴射方向を適切に調整すること。

５．散気装置

散気装置は、着脱容易な方法で取り付け、送気時に振動しないよう、また、汚水中の夾雑物が絡みつかないよう支持すること。また、逆洗管の取り付けは、水平に留意して行うこと。

６．接触材

（１）接触材は、その上下方向に注意し、所定の位置、厚さに充填すること。

（２）接触材の支持、固定は、移動や変形の生じないよう行うこと。

７．送風機

（１）基礎は、機器の荷重及び外力に耐えることのできる構造とし、支持力のある床等に築造すること。

（２）機器の周囲に保守点検のための空間を確保すること。

（３）基礎への固定は所定の防振材を介して行い、防振材の形状寸法は機器の振動特性にあわせて行うこと。

（４）送風機の吐出口には、防振継手を取り付けること。

（５）水中に設置するものであっては、水平な床面に安定に留意して据え付けるものとし、機器及び配管の引き上げに支障がない大きさの開口部を設けること。

８．ポンプ

（１）ポンプの据え付け位置は、排水流入口より離れた場所で、点検や引き上げに支障の無いところとすること。

（２）着脱装置付のポンプのガイドパイプは、適切な位置に垂直に取り付けるものとし、着脱装置本体を槽底にアンカーボルトで固定する場合には、水準器を用いて水平を確認しつつ行うこと。

９．越流ぜき

（１）越流ぜきは、上下の調整代のほぼ中央となるような高さに水平に取り付けること。

（２）取り付け後、水平に調整すること。

10．エアリフトポンプ、沈殿ホッパー

（１）ホッパー斜面は、汚泥が堆積しにくいよう所定の勾配とし、表面を平滑に仕上げること。

（２）ホッパー底面は、集積した汚泥が残らないよう形状、寸法に留意すること。

（３）揚泥管は、ホッパーの中心部に垂直に設け、管の下端とホッパー底部との間隔が所定の寸法となるよう取り付けると共に、送気時に振動しないよう固定すること。

（４）揚泥管は、できる限り曲りの少ない配管とし、必要により曲部には、掃除口を設けること。

第10節　試運転調整

試運転調整については、次に定めるところによる。

（１）機器の取り付け、配管工事等、施工の完了後、その施工が適正であることを確認すること。

（２）槽を満水して24時間以上漏水しないことを確認すること。

（３）槽に水を流入し、各槽より放流路に至る移流の状況、ばっ気撹拌状況、越流状況等について総合的に試験すること。

（４）送風機、ポンプ類は騒音、振動、電流値等を調べ、異常のないことを確認すること。

付　　　　　則

１　この基準は、平成13年４月１日から実施する。

２　この基準は、平成20年４月１日から実施する。

　　３　この基準は、平成22年１月22日から実施する。
参　考　資　料

◎建築基準法

第31条第2項　便所から排出する汚物を下水道法第2条第六号に規定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流しようとする場合においては、屎尿浄化槽（その構造が汚物処理性能（当該汚物を衛生上支障がないように処理するために屎尿浄化槽に必要とされる性能をいう｡)に関して政令で定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものに限る。）を設けなければならない。

◎建築基準法施行令

第2条第1項　次の各号に掲げる面積、高さ及び階数の算定方法は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

三　床面積　建築物の各階又はその一部で壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積による。

四　延べ面積　建築物の各階の床面積の合計による。（略）

第32条第3項　次の各号に掲げる場合における汚物処理性能に関する技術的基準は、第１

項の規定にかかわらず、通常の使用状態において、汚物を当該各号に定める基準に適合するよう処理する性能及び同項第２号に掲げる性能を有するものであることとする。
１．水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第３条第１項又は第３項の規定による排水

基準により、屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽からの放流水について、第１項第１号の表に掲げる生物化学的酸素要求量に関する基準より厳しい基準が定められ、又は生物化学的酸素要求量以外の項目に関しても基準が定められている場合　　当該排水基準

２．浄化槽法第４条第１項の規定による技術上の基準により、屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽からの放流水について、第１項第１号の表に掲げる生物化学的酸素要求量に関する基準より厳しい基準が定められ、又は生物化学的酸素要求量以外の項目に関しても基準が定められている場合　　当該技術上の基準

第35条第１項　合併処理浄化槽の構造は、排出する汚物を下水道法第２条第六号に規定する終末処理場を有する公共下水道以外に放流しようとする場合においては、第32条の汚物処理性能に関する技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたものとしなければならない。

第２項　その構造が前項の規定に適合する合併処理浄化槽を設けた場合は、法第31条第２項の規定に適合するものとみなす。

◎浄化槽法

　第４条 　環境大臣は、浄化槽から公共用水域等に放流される水の水質について、環境省令で、技術上の基準を定めなければならない。
第13条第１項　浄化槽を工場において製造しようとする者は、製造しようとする浄化槽の型式について、国土交通大臣の認定を受けなければならない。ただし、試験的に製造する場合においては、この限りでない。

第２項　外国の工場において本邦に輸出される浄化槽を製造しようとする者は、製造しようとする浄化槽の型式について、国土交通大臣の認定を受けることができる。

　　

◎浄化槽法施行規則

　　　第１条の２　法第４条第１項の規定による浄化槽からの放流水の水質の技術上の基準は、浄化槽からの放流水の生物化学的酸素要求量が１リットルにつき20ミリグラム以下であること及び浄化槽への流入水の生物化学的酸素要求量の数値を減じた数値を浄化槽への流入水の生物化学的酸素要求量の数値で除して得た割合が90パーセント以上であることとする。ただし、みなし浄化槽については、この限りでない。

◎浄化槽工事の技術上の基準及び浄化槽の設置等の届出に関する省令

昭和60年９月27日　厚生省、建設省令第１号

第1条　浄化槽法（以下「法」という。）第４条第３項の規定による浄化槽工事の技術上の基準は、次のとおりとする。

一　浄化槽工事用の図面及び仕様書に基づいて行うこと。

二　浄化槽が法第４条第１項に規定する浄化槽の構造基準に適合するように行うこと。

三　浄化槽に損傷等が生じないように行うこと。

四　工事開始に当たっては、浄化槽の設置位置、放流先等現場の状況を十分把握し、適切な施工に努めること。

五　根切り工事、山留め工事等は、次に定めるところにより行うこと。

イ　建築物その他の工作物に近接して行う場合においては、あらかじめ、当該工作物の傾斜、倒壊等を防止するために必要な措置を講ずること。

ロ　地下に埋設されたガス管、ケーブル、水道管等を損壊しないように行うこと｡

ハ　根切り工事を行う場合においては、当該根切り工事の深さ並びに地層及び地下水の状況に応じて、あらかじめ、山留めの設置等地盤の崩壊を防止するために必要な措置を講ずること。

二　埋戻しを行う場合においては、浄化槽内に異物が入らないように行うとともに、十分な締固めを行うこと。

ホ　法第13条第１項又は第２項の認定を受けた浄化槽の埋戻しは、浄化槽の水平を確認しつつ行うこと。

六　基礎工事は、地盤の状況に応じて、基礎の沈下又は変形が生じないように行うこと。

七　基礎の状況等に関する記録を作成すること。

八　コンクリートの打込みは、打上がりが均質で密実になるように行い、かつ、所要の強度になるまで適切に養生すること。

九　地下水等の状況に応じて、浄化槽の浮上がりを防止するために必要な措置を講ずること。

十　沈殿室又は沈殿槽のホッパーの表面は、必要に応じて、沈殿作用に支障が生じることのないように仕上げを行うこと。

十一　接触材、ばっ気装置等を浄化槽に固定する場合においては、ばっ気、かくはん流、振動等によりその機能に支障が生じることのないように行うこと。

十二　越流ぜきの調整が必要な場合においては、越流水量が均等になるように調整すること。

十三　浄化槽内において配管が貫通する部分は、必要に応じて、仕上げを行うこと。

十四　電気設備については、接地等が適切に行われ、安全上及び機能上の支障がないことを確認すること。

十五　ポンプ、送風機等の機器が正常に作動することを確認すること。

十六　工事現場における浄化槽工事に使用する材料及び機器の保管は、品質及び性能に支障が生じないように行うこと。

十七　工事現場における地盤の崩壊、資材の倒壊等による危害を防止するために必要な措置を講ずること。

　◎グリース阻集器（工場製造阻集器）の算定基準

(社)空気調和、衛生工学会規格（SHASE－S217）

（１）流入流量の計算法

Ｑ＝Ａ×ωm×n／n0×1／t×k

　Ｑ：流入流量（ℓ/min）

　Ａ：厨房を含む店舗全面積（以下、店舗全面積という。）（㎡）

ωm：店舗全面積1㎡・1日当たりの使用水量（標準値を表－１に示す。）

（ℓ/(㎡･日)）

n ：回転数（1席・1日当たりの利用人数）（受渡し当事者間の打合せによる。）

（人/(席･日)）

n0：補正回転数（標準値を表－２に示す。）（min/日）
t：１日当たりの厨房使用時間（標準値を表－１に示す。）（min/日）
k：危険率を用いて定めたときの流量の平均流量に対する倍率（標準値を表－１に示す。）(倍)

　　　（２）阻集グリース及びたい積残さの質量の計算法

Ｇ＝Ｇu＋Ｇb

G：阻集グリース及びたい積残さの質量（㎏）

Ｇu：阻集グリースの質量（㎏）

Ｇb：たい積残さの質量（㎏）

　　　（３）阻集グリースの質量

Ｇu＝Ａ×gu×n／n0×iu×c2

Ｇu：阻集グリースの質量（㎏）

Ａ：店舗全面積

gu:店舗全面積1㎡･1日当たりの阻集グリースの質量（標準値を表－１に示す。)(g/(㎡･日))

n ：回転数（1席・1日当たりの利用人数）（受渡し当事者間の打合せによる。）

（人/(席･日)）

n0：補正回転数（標準値を表－２に示す。）（人/(席･日）)

iu：阻集グリースの掃除周期（受渡し当事者間の打合せによる。）（日）

c2：定数（＝10-3）（㎏/g）

（４）たい積残さの質量

Ｇb＝Ａ×gb×n／n0×ib×c2

Ｇb：たい積残さの質量（㎏）

Ａ：店舗全面積

gb：店舗全面積1㎡･1日当たりのたい積残さの質量（標準値を表－１に示す。す。)(g/(㎡･日))

n ：回転数（1席・1日当たりの利用人数）（受渡し当事者間の打合せによる。）

（人/(席･日)）

n0：補正回転数（標準値を表－２に示す。）（人/(席･日）)

ib：たい積残さの掃除周期（受渡し当事者間の打合せによる。）（日）

c2：定数（＝10-3）（㎏/g）

	　　因　　子

食　　種
	ωm
	t
	k
	gu
	gb

	
	店舗全面積1㎡･1日当たりのの使用水量

(ℓ/(㎡･日)
	1日当たりの厨房使用時間

(min/日)
	危険率を用いて定めたときの流量の平均流量に対する倍率

(倍)
	1㎡･1日当たりの阻集グリースの質量

(g/(㎡･日)
	1㎡･1日当たりのたい積残さの質量

(g/(㎡･日)

	営業用厨房
	中国（中華）料理
	130
	720
	3.5
	17.0
	7.5

	
	洋食
	95
	
	
	8.5
	3.5

	
	和食
	100
	
	
	7.5
	3.0

	
	そば・ラーメン・うどん
	150
	
	
	8.5
	3.5

	
	軽食
	90
	
	
	5.5
	2.5

	
	喫茶
	85
	
	
	4.0
	2.0

	
	ファーストフード
	40
	
	
	3.5
	1.5

	社員・従業員用厨房
	90
	600
	
	6.5
	3.0


表－１　各因子の標準値

表－２　　補正回転数

	　　因　　子

食　　種
	補正回転数（１席・１日当たりの利用人数）（人/(席･日)

	
	厨房を含む店舗全面積（㎡）

	
	25～49
	50～74
	75～99
	100～124
	125～149
	150～174
	175～199
	200～249
	250～251

	営業用厨房
	中国（中華）料理
	－
	－
	3.1
	3.1
	3.2
	3.3
	3.3
	3.3
	3.4

	
	洋食
	－
	－
	－
	2.0
	2.1
	2.3
	2.4
	2.6
	2.8

	
	和食
	－
	－
	2.1
	2.3
	2.5
	2.6
	2.7
	2.8
	2.9

	
	そば・ラーメン・うどん
	－
	2.9
	3.5
	4.1
	4.4
	4.8
	5.0
	5.2
	－

	
	軽食
	3.3
	4.2
	4.4
	4.7
	4.8
	4.9
	4.9
	5.0
	5.1

	
	喫茶
	3.7
	4.7
	5.3
	5.7
	5.9
	6.0
	6.1
	6.2
	－

	
	ファーストフード
	3.3
	4.2
	4.4
	4.7
	4.8
	4.9
	4.9
	5.0
	5.1

	社員・従業員用厨房
	－
	－
	－
	－
	－
	2.4
	2.6
	2.8
	3.0

	　　因　　子

食　　種
	補正回転数（１席・１日当たりの利用人数）（人/(席･日)

	
	厨房を含む店舗全面積（㎡）

	
	300～399
	400～499
	500～599
	600～699
	700～799
	800～999
	1000～1499
	1500～1999

	営業用厨房
	中国（中華）料理
	3.4
	3.4
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	洋食
	2.9
	3.1
	3.2
	3.3
	3.3
	3.4
	－
	－

	
	和食
	3.0
	3.2
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	そば・ラーメン・うどん
	－
	
	
	－
	－
	－
	－
	－

	
	軽食
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	喫茶
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	
	ファーストフード
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	社員・従業員用厨房
	3.3
	3.6
	3.8
	3.9
	4.1
	4.2
	4.3
	4.5


